
障害者雇用促進法（基本的理念）

（基本的理念）
第３条 障害者である労働者は、経済社会を構成する労働者の一員
として、職業生活においてその能力を発揮する機会を与えられるも
のとする。

第４条 障害者である労働者は、職業に従事する者としての自覚を
持ち、その能力の開発及び向上を図り、有為な職業人として自立す
るように努めなければならない。
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第４条により、障害者自身にも
「有為な職業人として自立するように努力める」

努力義務が課せられている



障害者雇用促進法（事業主の責務）

（事業主の責務）
第５条 全て事業主は、障害者の雇用に関し、社会連帯の理念に基
づき、障害者である労働者が有為な職業人として自立しようとする
努力に対して協力する責務を有するものであつて、その有する能力
を正当に評価し、適当な雇用の場を与えるとともに適正な雇用管理
並びに職業能力の開発及び向上に関する措置を行うことによりその
雇用の安定を図るように努めなければならない。
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事業主は
障害者自身の「有為な職業人として自立しようとする努力」

を前提に、それに協力する責務を有している

合理的配慮も
「職場に居続けられるための配慮」ではなく

「給料に見合った戦力となってもらうため（能力発揮）の配慮」
が求められる



「雇用率制度」で陥りがちな失敗

法律で義務付けられたコンプライアンス問題

やらされ感・単なるコスト増と考える
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能力を活かす発想に乏しい

「質の確保」

「数の確保」

働きやすい職場づくりの一環という位置付け

職場が助かることを考える

職員も障害者雇用の意義を感じられる

能力を最大限に活かす発想

障害者も働く意欲を持てる

障害者も働きがいを感じられない

職員も障害者雇用の意義を感じられない



中小規模の企業が抱える最大の課題は

「人材不足」への対応
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企業の抱える最大の課題は「人材不足」

【求められる人材】

１. できれば、これまでの社員と同様に働ける人材が欲しい。

２. それが難しければ、特定の業務や工程でなら「戦力」にな
れる人材でも良い。

３. 戦力になるのは「賃金に見合った働き」をしてくれて、
「当てにできる人材」であること。

４. 最初は時間がかかりサポートが必要でも、ある程度たてば、
サポートがなくても「賃金に見合った働き」をして欲しい。

５. 仕事がいい加減だったり就労が不安定だと「当てにならな
い」ので、そういう人材は採用したくない。



雇用事業所の構造を理解する

経営者
（社長、取締役等）

人事担当
（総務部長、人事課長等）

配属先
（部長・職長・係員）

ハローワーク
雇用率達成指導

人事担当としては、経営者や配属先
を説得できる材料が欲しい。

・法定雇用率のコンプアイアンス問題だけでは
前向きになれない。

・「人手不足」は切実な問題であり「人材確保」
という切り口は腹落ちしやすい。

・「同業他社の動向」は気になる。
・社会貢献や企業のイメージアップも「人材確
保」に繋がるなら心に響く。

・最近は「健康経営」についての関心も高い。

・「タスクシフト」で自分の負担が軽減され、
職場の生産性が向上するという切り口が響き
やすい。

・知らないことが「不安」に繋がるので、想定内
にして対応方法がわかれば受け入れやすい。
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（全国）  ５０１社
（鳥取）  ０社
（島根）  ０社

健康経営優良法人2026の認定
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「健康経営優良法人認定制度」は、経済産業省と厚生労働省の支援の下に、「日本
健康会議」が認定を行う制度で、優良な健康経営を実践している法人を顕彰するも
ので、2017年からスタート。

人材確保を目指す企業にとって、対外的な発信力のある「健康経営優良法人」の認
定取得への関心度は高く、多くの企業が認定を受けている。

「健康経営優良法人２０２６」は、全国で２６,８３９法人、鳥取県では１２８法人、島根
県では２６８法人が認定を受けている。

【大規模法人部門】 【中小規模法人部門】

（全国） ３,２６１社
（鳥取）  ７社
（島根） １１社

（全国）  ４９５社
（鳥取）  ３社
（島根）  ４社

（全国）  ２１,５７７社
（鳥取）   １１３社
（島根）        ２４０社

（全国）  １,００５社
（鳥取）   ５社
（島根）           １３社



医療業のタスクシフト例（知的障害・精神障害）
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看護部門

栄養部門

事務部門

調理補助

ベッドメイク

薬剤棚への薬剤の補充ペーパータオル等の補充

ドック勧奨案内の送付

郵便物の仕分け・配達

処置セットの袋詰め

薬剤カートの搬送

薬剤部門

薬剤説明書の折りと封入

病棟への給食搬送・下膳

食器洗浄

データ入力

廃棄文書のシュレッダー

文書のPDF化

（資料）
「医療機関の障害者雇用ネットワーク」

のホームページで様々な事例を紹介



（１）障害者に担ってもらえる業務があるのか

雇用する上での不安に応えてほしい

（２）雇用できる人材が得られるのか

（３）指導方法が分からない

・同業種での雇用事例を紹介する
・実際の職場の中から探す
・職場が助かることを聞き出す

・想定する業務に適性のある人材を紹介する
・候補人材は複数の支援機関から選ぶ
・職場実習でマッチングを確認する（雇用する側にも安心感）

・障害特性と配慮事項の説明
・業務の切り出し/再編成/マニュアル作成
・指導方法や面談のやり方のアドバイス
・予兆の把握/不調時の介入
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（４）困った際にサポートが得られるか

・定着支援に関わる支援機関がない者には支援機関への登録を勧奨



障害者雇用のノウハウが
「誰もが働きやすい職場づくり」に役立つ
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作業しやすい環境
 段差がない、刺激（騒音等）の緩和、休憩スペース等

確実な情報提供
 音声、文字、イラスト、言語、わかりやすい内容

業務の効率化
 作業工程の分解・再編、マニュアル化等

相談しやすい環境
個別面談（１on１面談等）、心理的安全性の向上

   EAP（従業員支援プログラム）の活用

休みの取りやすさ
 育児、介護、通院、学校行事等への参加
 時間単位での休暇

 

勤務時間の弾力化
 フレックスタイム

勤務場所の弾力化
 テレワーク、サテライトオフィス等

障害者雇用における

「合理的配慮」

障害の有無に関わらず
多様な人材の能力を
生かす職場環境が実現
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